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社印や代表印は押印不要 

「事業計画書（第１号様式（別紙））」の「５補助金交付申請額の算出」欄の 

・（１）省エネルギー設備    補助金交付申請額 

・（２）再生可能エネルギー設備 補助金交付申請額 

の合計金額を記載 

補助金交付申請書（第１号様式）の記載例・注意事項 

補助対象設備を導入する事業所の名称を記載 

補助対象設備を導入する事業所の住所を記載 

・補助対象設備の導入（購入・設置工事）の契約予定日を記載 
・申請書の提出から３週間以上余裕をもった年月日を記載 

※交付決定日より前に補助対象事業の契約・購入、設置工事を行うと 
補助金の交付を受けられません。 

補助対象設備を導入し、導入経費の全額の支払いが完了する予定年月日を記載 
 ※令和7年12月26日までに設備の導入、導入経費の支払いが完了しない場合は

補助対象外です。 
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事業所単位ではなく、会社全体の資本金、従業員数を記載 

事業所単位ではなく、会社全体の産業分類を記載 
※「日本標準産業分類」の分類項目表を参考に記載 

https://www.soumu.go.jp/toukei_toukatsu/index/seido/sangyo/index.htm 

必ず連絡が取れる連絡先を記載 
※申請書や提出書類に不足や不備があった場合に、連絡します 

http://#
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・「太陽電池モジュールの出力×枚数」、「太陽電池モジュールの最大 
出力合計値」の計算結果に誤りがないか確認 

・「Ｗ」で表示する箇所と、「ｋＷ」で表示する箇所があるので注意 

・販売店等に依頼するなどにより試算したうえで記載 
・「年間の想定消費電力量÷年間の想定発電量」が50％以上であるか確認 

・導入するすべての設備を記載 
 ※行が足りない場合は、行を追加して記入してください。 
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前ページ「４補助対象設備（導入設備）の概要」に記載した数値を記載 

前ページの「４補助対象設備（導入設備）の概要」に記載した数値を記載 

「太陽電池モジュールの公称最大出力合計値(A)」と「パワーコンディショナの

定格出力合計値(B)」を比較して少ない値に5万円を乗じた金額を記載 
（例）(A)12kW、(B)10kW の場合 
   10kW×5万円/kW＝50万円 

・対象経費の合計額（設備購入費＋設置工事費）が低い方の見積書の金額を記

載 
・値引きを反映した額を記載 
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